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PM コンピテンシーと新規事業 

 
○堀江宣裕，井川康夫（北陸先端科学技術大学院大学） 

 
 
1. はじめに 
 現在、多くの企業において製品とサービスの開

発にプロジェクト制度が採用されている。近年、

プロジェクトの難易度は上がっており、プロジェ

クトを成功に導くプロジェクト・マネジャー(PM)
への期待が高まっている。人材の評価尺度の一つ

に、業績や成果をより出しやすくする行動特性(コ
ンピテンシー)があり、PM の行動特性、即ち PM
コンピテンシーが着目される。 
 ビジネス環境の変化への対応等の目的で新規

事業への参入を図る企業が多い。新規事業と既存

事業には特性の違いがあり、新規事業の PM には

既存事業とは異なるPMコンピテンシーが要求さ

れることが考えられる。本研究では、事例研究に

よってPMコンピテンシーと新規事業について探

求する。 
 
2. 先行研究レビュー 
2.1 プロジェクトについて 

商品開発組織をマネジメントする目的には、多

様な技術開発における専門性の実施と、それらを

統合して一つの商品として完成させることの二

つがある。専門性には、技術分野別の専門性、部

品システム別の専門性、開発業務における専門性

があり、これらの専門性で分化された業務を担当

する組織が機能部門である。この機能部門が創り

出した情報、知識、技術や部品等を集めて、機能

やコストに優れた商品としてまとめる業務が必

要となる。このような部門横断的な業務がプロジ

ェクトである[1]。 
機能を最も重視した組織が機能別組織、プロジ

ェクトを最も重視したプロジェクト組織である。

商品開発組織を機能別にすることも、機能横断的

にプロジェクトとすることも、それぞれメリット

とデメリットがあり、商品開発の特徴や目的に応

じてどちらを選択するかを考える必要がある[2]。 
現状の商品開発組織としては、純粋な機能別組

織でもプロジェクト組織でもなく、その中間のマ

トリクス組織がほとんどである。マトリクス組織

には、機能重視組織からプロジェクト重視組織ま

で多くのバリエーションがある。近年では、プロ

ジェクトの役割が一段と重要になっており、機能

よりもプロジェクトを重視したマトリクス組織

に徐々に変えている企業が多い。 
機能重視組織とプロジェクト重視組織の違い

の一つに、機能部門それぞれの機能部門長と商品

開発の PM の権限の強さがある。PM の影響力は、

その責任範囲の広さと権限の強さによって決ま

る。責任範囲が設計や技術に限定される PM もい

れば、商品コンセプトの立案と実現の牽引役も担

う PM もいる。顧客の主観的な商品価値、即ち意

味的価値の重要な商品、例えば自動車、において

は、商品コンセプトに責任を持つ PM が強いリー

ダーシップで牽引する開発プロジェクトの方が、

商品性の高い商品開発が出来ることが実証され

ている[3][4]。 
 
2.2 コンピテンシーについて 
(1)コンピテンシーの概念 
コンピテンシーの概念は、 1970 年代に

McClelland が米国・国務省の外交担当者、特に

情報官の間で業績差が何故発生しているのかの

分析から始まった。業績の高さと学歴や知能の間

には、それほどの相関はないが、ハイパフォーマ

ー(高業績者)には業績や成果を平均より高める要

因になっている幾つかの共通の行動特性がある

ことが判明した。このような行動特性がコンピテ

ンシーと定義された[5]。 
人が職場に配属されて様々な能力を習得して

いくと、知識や技能を習得するのと並行して、業

績や成果をより出しやすくすると考えられる行

動特性を体得するようになる。コンピテンシーは

実際に習得され、実践的にその人に体現されてい

る能力や行動パターンであると言える[6]。 
 

(2)PM コンピテンシー 
コンピテンシーはもともと職務分析の手法か

ら生まれたものであり、特定の職務ごとに決定さ

れる。どのような人がその職務で優秀な成績をあ

げているのかを特性的に列挙したものが、その職

務のコンピテンシーである。1980 年代には多く

の職務別研究が進み、300 近い職種別のコンピテ

ンシーが提唱された。 
PM のコンピテンシー(以下、PM コンピテンシ

ーと表記 ) として代表的なものに、 Project 
Management Institute が『プロジェクト・マネ
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ジャー・コンピテンシー開発体系』で規定したも

のがある。ここでは表 1 に示す①知識、②実践、

および③人格を基本的な領域として定義した。こ

れを④業界特有、および⑤組織特有のもので補完

する。人格コンピテンシーの分類を表 2 に記す[7]。 
 

表 1 基本コンピテンシー 
領域 説明 
知識 PM がプロジェクト活動におけるプロ

セス、ツール、技法の運用に関して知

っていること。 
実践 PM がプロジェクトの要求事項を満た

すために、PM の知識を適用する方法。

人格 PM がプロジェクト環境の中で活動す

る時の行動の方法。 
 

表 2 人格コンピテンシー 
分類 説明 

コミュニ

ケーショ

ン能力 

適切な方法を用いて正確、適正、か

つ関係ある情報をステークホルダ

ーと効果的に交換する。 
指導力 チーム・メンバーやステークホルダ

ーを指導し、元気づけし、動機付け

して、目標を効果的に達成するため

に課題をマネジメントし克服する。

マネジメ

ント能力 
人的資源、財務的資源、動的資源、

知的資源、および無形の資源の適切

な展開と活用を通してプロジェク

トを効果的に管理する。 
認識能力 変化し、進化している環境の中で、

プロジェクトを効果的に指揮する

ために適切な深さの認識力、洞察

力、判断力を適用する。 
効果性 全ての活動において適切な資源、ツ

ールと技法を使用することによっ

て望み通りの結果を生み出す。 
プロ意識 プロジェクト・マネジメントの実践

において、責任、尊敬、公正、誠実

を重んじた倫理的行動規範に従う。

 
(3)コンピテンシーの向上 
コンピテンシーは、業績や成果をより出しやす

くする行動特性であるが、行動は①見えやすく体

系的に訓練すれば備わるもの(例：スキル、知識)
と、②見えにくく無意識に蓄積されていくもの 
(例：価値観)の二要素によって発揮される。 
両者の関係は、図 1のように氷山で例えられる。

氷山の海面上の部分(=パフォーマンス)を大きく

するためには、氷山の海面下の部分も大きくしな

ければならない。氷山の海面下の部分は、経験に

よって培う事が出来る。 
Waller の PM コンピテンシー・モデルでは、平

均的な PM がハイパフォーマーとなるには、行動

様式を変更するきっかけが存在するものとして

いる。経験がある一定量の飽和点に達した時や、

内省が起こった時、等が、このきっかけになりう

る[8]。 
 

 
[5]より引用 

図 1 コンピテンシー・モデル 
 
2.3 新規事業について 
 事業の成長期間や成長率には限界があり、特定

の事業が長期間にわたって成長を続けるとは考

えにくい。このため企業にとって新規事業は成長

を続けるための駆動力であり、組織的に取り組む

べき主要な経営課題の一つとなっている[9]。 
 新規事業の成功の確率を高めるために、新規事

業の成否への影響要因を探る研究が行われてい

る。このために新規事業開発が組織内でどのよう

に進められ、そこにトップマネジメント、ミドル

マネジメント、および担当者がどのように関わる

かといった新規事業開発のプロセスのモデルが

必要である。 
Burgelman は、ベンチャーマネジャー、新規

事業担当部署、企業の経営陣の三つのマネジメン

トレベルからなるボトムアップのプロセスモデ

ルを提示している。このモデルではトップマネジ

メントを説得して新規事業プロジェクトへの全

社的支援を引き出すことが重要であり、ミドルマ

ネジメントが主要な役割を担うことが鍵となる

[10]。 
 
3. 研究の方法 
3.1 研究の対象 
 本稿における研究戦略は事例研究である。対象

は国内大手精密機器メーカーA 社である。 
A 社の主力製品は複合機およびレーザープリン

ター(以下、MFP/LP と表記)である。A 社の主な

MFP/LP の市場はオフィス市場と基幹系印刷市

場であった。2000 年代後半に発生した新規市場

のプロダクションプリンティング市場に、A 社は

新規事業を立ち上げて参入した。 
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A 社にはステージゲート法に基づく新規事業創

出プロセスがある。A 社の製品の一つに光モジュ

ールがある。この事業を母体として、2008 年か

ら新規事業創出プロセスに基づくプロジェクタ

市場への参入が準備され、2009 年に最初の製品

が発売された。 
 

3.2 データの収集と分析 
本稿におけるデータの収集方法はインタビュ

ーである。インタビューの形式は半構造化インタ

ビューである。 
A 社の PM 経験者の中から、A 社内でハイパフ

ォーマーと目されている人々を選別してインタ

ビュイーとした。この選別は A 社内でプロジェク

ト・マネジメントを研究している PM コミュニテ

ィからの推薦に依った。インタビュイーには、新

規事業のPMの経験者と未経験者の両方が存在し

た。 
インタビューによって収集したデータに対し

て質的分析を実施した。 
 
4. 調査の概要 
4.1 調査の内容 

本稿におけるインタビューの第一の目的は、ハ

イパフォーマーPM の行動様式から PM コンピテ

ンシーを抽出し、ハイパフォーマーPM の固有の

価値観を明らかにすることである。本研究では、

PM コンピテンシーの中でも、見えにくいもの、

即ち行動の背景にある価値観の抽出に重点をお

いた。上記の目的のために、ハイパフォーマーPM
に対するインタビューでは、表 3 に示すニ種類の

問いかけを行った。まず過去のプロジェクトにお

いて成功の要因となった行動を問いかけた。次に、

先に挙げられた行動に対して、その背景にある価

値観について問いかけた。 
インタビューの第二の目的は、新規事業の PM

の経験者と未経験者におけるPMコンピテンシー

の差異を分析することである。 
 

表 3 インタビューの内容 
項目 問いかけ 

成功の要因と

なった行動 
成功のために工夫したこと、

心がけたことは何か? 
行動の背景に

ある価値観 
そのような行動をとったの

は、どのような考えからか? 
 
4.2 調査の結果と分析 
(1)成功の要因となった行動 

インタビューを実施した結果から抽出した、

PM コンピテンシーとそれに関連する行動を表 4
に示す。ここでは『プロジェクト・マネジャー・

コンピテンシー開発体系』の人格コンピテンシー

の分類に準拠した。 
 

表 4 PM コンピテンシー 
分類 コンピテンシーと行動 

コミュニ

ケーショ

ン能力 

①人脈作り ※ 
・社内外を問わず、多くの有識者の

考えを聞き、良いものは臆せずに取

込む。 
②エスカレーション ※ 
・組織方針に突き当たっても、エス

カレーションして組織の壁を乗り

越える。 
③繰返し 
・相手が正しくアウトプット出来る

まで何度でも説明する。 
指導力 ①こだわり 

・PM としての思いを具体化して示

し、目標として設定する。 
②コミットメント 
・重大決定事項をメンバーとステー

クホルダーにコミットする。 
③度胸 
・問題が出ても何とかなるという気

構えをメンバーに示す。 
④危機感の植え付け 
・成功しないと会社業績に影響する

という危機感をメンバーに持たせ

る。 
⑤当事者意識の植え付け 
・目標と課題を共有化することで、

メンバーに当事者意識を持たせる。

マネジメ

ント能力

①現場確認 
・現場を離れないでメンバーの活動

を把握する。 
②権限移譲 
・大丈夫な人と分野は担当に任せ、

そうでないところをフォローする。

③リカバリー ※ 
・完全な情報が集まるまで待たず、

決断により課題を顕在化させ、それ

を対処する。 
認識能力 ①自己責任 ※ 

・情報に不確実なものが含まれてい

ても自分の責任で決断する。 
効果性 ①失敗の蓄積 

・過去の失敗を参考にして適切なプ

ロジェクト運営を実施する。 
プロ意識 該当無し 
※は新規事業の PM 経験者に顕著な特性を示す。 
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(2)行動の背景にある価値観 
 インタビューを実施した結果から抽出した、ハ

イパフォーマーPM を平均的 PM から際立たせて

いる固有の価値観を表 5 に示す。 
 

表 5 ハイパフォーマーPM の価値観 
項目 説明 

目標設定 ・プロジェクトの QCD(Quality, 
Cost and Delivery)達成は当たり

前である。 
・PM は自分の思いとこだわりを

目標として設定すべきである。 
目標必達 ・PM はあらゆる手段を用いてプ

ロジェクトを成功に向かって導い

ていくべきである。 
・必要な場合はプロジェクトの前

提条件を見直すことも可である。

現場主義 ・PM はメンバーから報告を受け

て満足するのでは不十分である。

・現場に入り込んで状況を把握す

べきである。 
早期決断 ・完全な情報が集まってから判断

するのは誰でも出来る。 
・PM はある程度の情報が集まっ

た時点で、自分の責任で判断すべ

きである。 
・たとえ判断が間違っていたとし

ても、直ぐに軌道修正すれば、結

果的に早く問題は解決する。 
 
(3)新規事業の PM 経験による影響 
 表 4 に示した PM コンピテンシーのうち、新規

事業の PM 経験者に顕著な特性は、コミュニケー

ション能力の①人脈作りと②エスカレーション、

マネジメント能力の③リカバリー、および認識能

力の①自己責任であった。 
 一番目と二番目は、新規事業は既存事業に比べ

てプロジェクトにおいて未知の問題が発生する

ことが多く、それを解決するために社内外の有識

者やトップマネジメントの協力を得る必要があ

るためと考えられる。三番目と四番目は、未知の

問題を解決する際に判断材料が集まりきるには

時間がかかるため、それを待つよりもある程度で

思い切ることが必要であり、良い結果を残せるこ

とが多いこと示している。 
 
5. 結論 
5.1 PM コンピテンシーとそれらの背景の提示 
 本研究では、事例に基づき、PM コンピテンシー

と背景にある価値観について提示した。また新規

事業の PM 経験による影響があることを示した。 

 
5.2 含意と今後の方向性 
現在、本研究は途上にあり、本稿はその中間報

告である。 
本研究の目的は、新規事業のプロジェクトの

PM に要求される PM コンピテンシーを明らかに

し、それに適合する PM を育成する方法論を確立

し、企業の成長力を保たせることである。これが

本研究の実務的含意となる。この活動を通して、

コンピテンシーの向上についての理論的モデル

を確立する。これが本研究の理論的含意となる。 
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